
 交通政策審議会海事分科会船員部会

 海上旅客運送業最低賃金専門部会　　議事次第

 

 

                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 令和６年１０月１１日(金)　

 １０：３０ ～ １２：００　

 ２号館低層棟共用会議室５　

 

 

 １．開　会

 

 

 ２．議　事

 

 　　　　議題１．専門部会長の選任について

 　　　　議題２．海上旅客運送業最低賃金を取り巻く状況について

 　　　　議題３．海上旅客運送業最低賃金の改正について

 

３．閉　会
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海上旅客運送業最低賃金専門部会委員名簿 

(敬称略、五十音順)　 

 

 

（公益を代表する委員） 

 

　　石﨑 由希子　　横浜国立大学大学院国際社会科学研究院　教授 

 

　　野川　 忍　    明治大学専門職大学院法務研究科　教授 

 

（関係船員を代表する委員） 

 

　　井上  寛信　　 全日本海員組合　国内部副部長補 

                        . 

遠藤　 飾　    全日本海員組合　政策局総合政策部長 

 

（関係使用者を代表する委員） 

 

関　 季之     ハートランドフェリー株式会社　専務取締役 

 

山口　隆弘     阪九フェリー株式会社 

　　　　　　   取締役海務部長兼安全統括管理者 
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配 布 資 料 一 覧 

 

 

資料１ 交通政策審議会への諮問について 

諮問第４５７号「船員に関する特定最低賃金（全国内航鋼船運航業最低賃金、海

上旅客運送業最低賃金及び漁業（かつお・まぐろ）最低賃金の改正について」 

資料２ 海上旅客運送業最低賃金（平成８年10月30日運輸省最低賃金公示第６号） 

資料３ 国内旅客輸送業の概要 

資料４ 最低賃金適用対象事業者数、船舶数及び船員数 

資料５ 海上旅客運送業船員賃金実態調査 

資料６ 海上旅客運送業の最低賃金の改正状況 

資料７ 海上旅客運送業に係る労使間協定賃金 

資料８ 最低賃金の改正に係る参考資料 

    ・海上旅客運送業最低賃金決定状況(地方運輸局長等関係) 

・費目別、世帯人員別標準生計費(令和６年４月) 

・消費者物価指数（１０大費目） 

・決定方式、産業別最低賃金の決定件数、適用使用者数及び適用労働者数 

・地域別・産業別最低賃金の全国加重平均額 

・地域別最低賃金額改定の目安の推移 

・地域別最低賃金額一覧 

・給与勧告の実施状況等 
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海上旅客運送業最低賃金 

平成８年10月30日　平成８年運輸省最低賃金公示第６号 

一部改正平成９年10月31日　平成９年運輸省最低賃金公示第５号 

一部改正平成10年11月２日　平成10年運輸省最低賃金公示第２号 

一部改正平成11年11月１日　平成11年国土交通省最低賃金公示第２号 

一部改正平成12年11月10日　平成12年国土交通省最低賃金公示第２号 

一部改正平成13年11月１日　平成13年国土交通省最低賃金公示第２号 

一部改正平成26年３月３日　平成26年国土交通省最低賃金公示第２号 

一部改正平成26年11月20日　平成26年国土交通省最低賃金公示第４号 

一部改正平成27年12月２日　平成27年国土交通省最低賃金公示第２号 

一部改正平成28年11月28日　平成28年国土交通省最低賃金公示第２号 

一部改正平成29年12月８日　平成29年国土交通省最低賃金公示第２号 

一部改正平成30年12月５日　平成30年国土交通省最低賃金公示第２号 

一部改正令和元年12月18日　令和元年国土交通省最低賃金公示第２号 

一部改正令和３年１月20日　令和３年国土交通省最低賃金公示第２号 

一部改正令和４年１月20日　令和４年国土交通省最低賃金公示第１号 

一部改正令和５年１月20日　令和５年国土交通省最低賃金公示第１号 

一部改正令和６年１月22日　令和６年国土交通省最低賃金公示第２号 

 

 １　適用する地域

 全国

 ２　適用する使用者

船員法（昭和２２年法律第１００号）第１条に規定する船舶であって、旅客運送の

用に供するもののうち、次の各号に掲げる船舶の所有者（船員法第５条の規定に基づ

き、船舶所有者に関する規定の適用を受ける者を含む。） 

(1) 遠洋区域を航行区域とする船舶 

(2) 近海区域を航行区域とする船舶 

(3) 沿海区域を航行区域とする総トン数１００トン以上の船舶（その航行区域が平水

区域から当該船舶の最強速力で２時間以内に往復できる区域に限定されている船舶

を除く。） 

３　適用する船員 

前項の使用者に雇用されている船員であって、同項の船舶に乗り組む職員（船長を

含む。以下同じ。）及び部員 

４　前項の船員に係る最低賃金額（月額）

(1) 職員（事務部職員を除く。）　　　　　 ２５５，７５０円

(2) 事務部職員　　　　　　　　　　　　　 ２００，７５０円

(3) 部員　　　　　　　　　　　　　　　　 １９２，９００円

５　最低賃金に算入しない賃金 

(1) 通常の労働日以外の日の労働及び通常の労働時間を超えた時間の労働に対し支払

われる割増手当及びこれらの労働に対応する部分の能率給、歩合給など 

(2) 夜間の労働に対し支払われる夜間割増賃金 

(3) 臨時的に行う通常の労働以外の労働に対し支払われる作業手当、荷役手当、欠員

手当など 

(4) 予期していない事由に基づき支払われる災害の場合の一時金及び支給条件はあら

かじめ確定されているが、支給事由の発生が不確定であり、かつ、まれに支払われ

る結婚手当、退職手当など 

資料２
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(5) １か月を超える期間毎に支払われる夏期・年末手当、賞与、その他これに準ずる

賃金 

(6) 通勤手当及び実費弁償として支払われる交通費、旅費、その他これに類するもの 

 

附　則（平成９年運輸省最低賃金公示第５号） 

この公示は、平成９年１１月３０日から効力を生ずる。 

附　則（平成１０年運輸省最低賃金公示第２号） 

この公示は、平成１０年１２月２日から効力を生ずる。 

附　則（平成１１年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、平成１１年１２月１日から効力を生ずる。 

附　則（平成１２年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、平成１２年１２月１０日から効力を生ずる。 

附　則（平成１３年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、平成１３年１２月１日から効力を生ずる。 

附　則（平成２６年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、平成２６年４月２日から効力を生ずる。 

附　則（平成２６年国土交通省最低賃金公示第４号） 

この公示は、平成２６年１２月２０日から効力を生ずる。 

附　則（平成２７年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、平成２８年１月１日から効力を生ずる。 

附　則（平成２８年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、平成２８年１２月２８日から効力を生ずる。 

附　則（平成２９年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、平成３０年１月７日から効力を生ずる。 

附　則（平成３０年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、平成３１年１月４日から効力を生ずる。 

附　則（令和元年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、令和２年１月１７日から効力を生ずる。 

附　則（令和３年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、令和３年２月１９日から効力を生ずる。 

附　則（令和４年国土交通省最低賃金公示第１号） 

この公示は、令和４年２月１９日から効力を生ずる。 

      附　則（令和５年国土交通省最低賃金公示第１号） 

この公示は、令和５年２月１９日から効力を生ずる。 

       附　則（令和６年国土交通省最低賃金公示第２号） 

この公示は、令和６年２月２１日から効力を生ずる。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国内旅客輸送業の概要

令和６年１０月

海事局内航課

202４年度海上旅客運送業最低賃金専門部会 資料 資料３
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百万人事業者数

年度

事業者数 輸送人員
S48.10

第１次オイルショック

S54.1

第２次オイルショック
S63.3

青函トンネル開通

S63.4

本四架橋（瀬戸大橋）開通

H9.12

東京湾アクアライン開通

H10.5

本四架橋（明石海峡大橋）開通

H11.5

本四架橋（しまなみ街道）開通

H20年以降

格安航空会社（LCC）の台頭

H26.3

全国共通高速料金の導入

193.6

1,024 945

63.3

フェリー・旅客船は日本の各地で地域の住民の移動手段や物流を担う重要な交通インフラであり、また、地域の魅力を活かし
た船旅が各地で実施されており、観光分野からも地域経済を支えている。
国内旅客航路は、一般旅客定期航路事業（512航路）と旅客不定期航路事業（1,209 航路）及び特定旅客定期航路事業（11航
路）から成る。事業者数に大きな変動はないが、輸送人員は長期的に低下傾向にある。さらに、新型コロナウイルスの影響に
より、近年大きく減少していたものの、令和４年度はこうした影響が徐々に緩和されたことにより、前年度比28.8％増となった。
航路維持が大きな課題であり、訪日外国人旅行者を含む観光需要の取り込みが航路活性化に向けて重要。

※ ・R4.４.１時点の航路数
・海上タクシー（旅客定員
12名以下）の航路数は除く 一 般 航 路（離島航路除く）

離 島 航 路

旅客不定期航路事業
に係る航路 特定旅客定期航路事業に係る航路

一般旅客定期航路事業に係る航路

国内旅客船航路事業の航路数 航路を定めて定期的に運航
例）長距離フェリー・離島航路等

一般旅客
定期航路事業

特定の者の需要に応じて、
航路を定めて定期的に運航
例）スクールボート等

特定旅客
定期航路事業

航路を定めて不定期に運航
例）屋形船・遊覧船等

旅客不定期
航路事業

1,209

512

国内旅客船事業の輸送量の推移

（出典）｢船舶運航事業者等の提出する定期報告書に関する省令｣に基づく国土交通省海事局内航課調査

国内旅客船事業の概況
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一般旅客定期航路事業者の経営及び旅客船の船齢状況について

683百万円平均売上高

100%平均収支率

費用割合

一般旅客定期航路事業者の
主な経営指標

（2022年度実績）

また、船舶の耐用年数である14年以上の老齢船の隻数比率は、近年 75％を超えて推移しており、 2022年現在
80％を占める。

旅客航路事業現況表より

旅客船の船齢状況

一般旅客定期航路事業者及び長距離フェリー航路事業者とも、 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による落ち
込みから回復の途上にあり、平均売上高及び平均収支率ともに前年度を上回った。

長距離フェリー航路事業者の
主な経営指標

13,820百万円平均売上高

108%平均収支率

費用割合
（2022年度実績）

（379事業者） （9事業者）

燃料費
31%

その他の運航費
15%船員費

17%

船舶減価償却費
9%

その他の船費
12%

一般管理費
14%

その他
2%

燃料費
38%

その他の運航費
14%船員費

13%

船舶減価償却費
11%

その他の船費
10%

一般管理費
10%

その他
4%

燃料費は原油価格高騰の影響を受けて、全費用中の30％を超える割合になっており、予断を許さない状況が続いて
いる。

1,644 
隻

78%

458 隻
22%

14年以上の船舶 14年以内の船舶

全2,102隻
（2024.4.1時点）

9



○ 訪日外国人旅行者受入環境整備に積極的に取り組む地域において、公共交通機関におけるストレスフリーで快適に旅行で
きる環境を整備するため、多言語対応の強化、無料Wi-Fiサービスの提供拡大、キャッシュレス決済の普及、バリアフリー化
の推進等に関する個別の取組を支援する。

交通サービスインバウンド対応支援事業

公共交通事業者等
事業主体

3分の1 等

補助率

・多言語表記等 ・案内放送の多言語化
・インバウンド対応型
鉄軌道車両の導入

・多言語バスロケーション
システムの設置・タブレット端末、携帯型翻訳機等の整備 ・旅客施設や車両等の無料Wi-Fi整備

・段差解消
（エレベーター）

・LRTシステム
の整備

・船内座席の個室寝台化
・スロープ型
タラップの整備

・インバウンド対応型バス・タクシーの導入 ・鉄道車両の
荷物置き場の設置

・ジャンボタクシーの導入

・観光列車 ・サイクルトレイン、サイクルシップ・魅力ある観光バス

無料Wi-Fiサービス多言語対応（事故・災害時等を含む）

旅客施設や車両等の移動円滑化（大きな荷物を持ったインバウンド旅客のための機能向上）

移動そのものを楽しむ取組や新たな観光ニーズへの対応 レンタカーの外国人ドライバー支援
バス・タクシードライバー
への外国語接遇研修

等

・専用ステッカーの普及・ドライブ支援アプリによる情報提供

・企画乗車船券の発行・洋式トイレ、多機能トイレの整備
・全国共通ICカード

の導入

・QRコードやクレジットカード対応、
企画乗車船券のICカード化 ・非常用電源装置、携帯電話充電設備等

トイレの洋式化等 キャッシュレス決済対応 非常時のスマートフォン等の
充電環境の確保

・レンタカーの
キャッシュレス対応

訪日外国人旅行者受入環境整備事業
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（令和６年４月１日現在）

業　種

 局　別 事業者数 船舶数(隻) 船員数(人) 組織船員数(人)

①（R6.4.1） 7 16 434 409
②（R5.4.1） 6 16 399 399
①　－　② 1 0 35 10

①（R6.4.1） 1 3 58 58
②（R5.4.1） 1 3 55 55
①　－　② 0 0 3 3

①（R6.4.1） 14 23 586 554
②（R5.4.1） 14 17 692 660
①　－　② 0 6 △ 106 △ 106

①（R6.4.1） 2 4 132 132
②（R5.4.1） 2 4 143 143
①　－　② 0 0 △ 11 △ 11

①（R6.4.1） 3 7 184 184
②（R5.4.1） 3 7 176 176
①　－　② 0 0 8 8

①（R6.4.1） 5 15 599 575
②（R5.4.1） 5 15 585 562
①　－　② 0 0 14 13

①（R6.4.1） 0 0 0 0
②（R5.4.1） 1 2 88 88
①　－　② △ 1 △ 2 △ 88 △ 88

①（R6.4.1） 3 7 80 80
②（R5.4.1） 3 7 115 115
①　－　② 0 0 △ 35 △ 35

①（R6.4.1） 6 12 282 265
②（R5.4.1） 7 12 279 261
①　－　② △ 1 0 3 4

①（R6.4.1） 22 32 894 840
②（R5.4.1） 22 31 866 818
①　－　② 0 1 28 22

①（R6.4.1） 2 2 25 25
②（R5.4.1） 2 2 29 29
①　－　② 0 0 △ 4 △ 4

①（R6.4.1） 65 121 3,274 3,122
②（R5.4.1） 66 116 3,427 3,306
①　－　② △ 1 5 △ 153 △ 184

北陸信越運輸局

最低賃金適用対象事業者数、船舶数及び船員数

海上旅客運送業

北海道運輸局

東北運輸局

関東運輸局

沖縄総合事務局

計

中部運輸局

近畿運輸局

神戸運輸監理部

中国運輸局

四国運輸局

九州運輸局

資料４

11

yamamoto-a2gb
四角形



【職員】

49歳 304,000円 753,500円

77歳 256,000円 256,000円

52.0歳 350,095円 454,792円

66人

【部員】

62歳 338,430円 454,985円

69歳 193,000円 193,000円

49.7歳 226,627円 276,075円

59人

資料説明
1

2 　調査は未組織船員を対象に、９隻（職員66人、部員59人）について回収集計した。

3

海上旅客運送業船員賃金実態調査

年　　齢 本　　給 計

賃金が最も高かった者

賃金が最も低かった者

平　　均

人　　数

　国土交通大臣が決定する海上旅客運送業最低賃金の適用を受ける船舶のうち、未組織船に
乗組む船員に対し、令和６年５月に支給された賃金の実態について調査したものである。

　表中の「計」は、本給、家族手当、職務手当、その他恒常的に支払われる手当及び航海日
当の合計額である。

本　　給 計

賃金が最も高かった者

賃金が最も低かった者

平　　均

人　　数

年　　齢

資料５
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職員 事務部職員 部員

平成８年 234,350円 181,250円 169,450円

平成９年 236,950円 183,250円 172,600円

平成１０年 238,050円 184,100円 175,800円

平成１１年 － － 176,500円

平成１２年 － － 177,050円

平成１３年 238,300円 184,200円 177,500円

平成１８年 － － －

平成２５年 239,250円 185,150円 178,250円

平成２６年 240,250円 186,150円 179,000円

平成２７年 242,050円 187,950円 180,600円

平成２８年 243,050円 188,950円 181,600円

平成２９年 244,050円 189,950円 182,600円

平成３０年 245,350円 191,250円 183,900円

令和元年 246,450円 192,350円 185,000円

令和２年 246,800円 192,700円 185,350円

令和３年 247,350円 193,250円 185,900円

令和４年 248,350円 194,250円 186,900円

令和５年 255,750円 200,750円 192,900円

　※ 記載のない年度は、諮問が行われていない。

海上旅客運送業の最低賃金の改正状況

年度
最低賃金額

資料６
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令和６年度労使間協定賃金(海上旅客運送業)

１．職員(事務部職員を除く。) 最賃額 255,750 (単位：円)

標 齢 給 職 務 給

Ａ 航・機士 181,550 68,570 14,100 264,220 8,470 大型ＣＦ 20.00 日

Ｂ 〃 181,550 68,570 12,866 262,986 7,236 個別協約 18.25 日

Ｃ 〃 246,450 2,500 9,720 3,000 31,040 292,710 36,960 個別協約 20.00 日

Ｄ 〃 198,000 25,000 35,000 258,000 2,250 個別協約 17.33 日

Ｅ 〃 190,000 68,570 14,100 272,670 16,920 大型ＣＦ 20.00 日

Ｆ 〃 183,240 68,570 14,100 265,910 10,160 大型ＣＦ 20.00 日

Ｇ 〃 257,770 3,740 64,440 1,400 327,350 71,600 個別協約 20.00 日

Ｈ 〃 257,000 3,600 4,650 15,855 7,500 288,605 32,855 個別協約 21.00 日

Ｉ 〃 239,570 10,000 35,936 285,506 29,756 個別協約 － 日

Ｊ 〃 181,550 68,570 14,805 264,925 9,175 大型ＣＦ 21.00 日

Ｋ 〃 184,930 68,570 13,395 266,895 11,145 大型ＣＦ 19.00 日

Ｌ 〃 186,620 68,570 12,690 267,880 12,130 大型ＣＦ 18.00 日

Ｍ 〃 181,550 68,570 14,100 264,220 8,470 大型ＣＦ 20.00 日

Ｎ 〃 253,470 25,350 13,400 292,220 36,470 中四旅客 20.00 日

Ｏ 〃 268,240 1,700 19,090 6,050 295,080 39,330 個別協約 23.00 日

Ｐ 〃 181,550 68,570 14,100 264,220 8,470 大型ＣＦ 20.00 日

Ｑ 〃 233,120 16,500 21,150 82,500 353,270 97,520 個別協約 30.00 日

Ｒ 〃 253,703 25,373 9,100 288,176 32,426 中四旅客 20.00 日

航 海 日 当 その他 合 計
最賃額
との差

備 考

(航海日当／月)
フ ェ リ ー
手 当

会 社 名 職 名
基 本 給 ( 初 任 額 )

乗船手当等

資料７

14

yamamoto-a2gb
四角形



２．事務部職員 最賃額 200,750 (単位：円)

標 齢 給 職 務 給

ａ
事務員

(未経験)
246,290 3,580 61,570 1,400 312,840 112,090 個別協約 20.00 日

ｂ 〃 181,550 19,090 14,100 214,740 13,990 大型ＣＦ 20.00 日

ｃ 〃 235,730 23,570 13,400 272,700 71,950 中四旅客 20.00 日

航 海 日 当 その他 合 計
最賃額
との差

備 考

(航海日当／月)
会 社 名 職 名

基 本 給 ( 初 任 額 )
乗船手当等

フ ェ リ ー
手 当

15



３．部員 最賃額 192,900 (単位：円)

標 齢 給 職 務 給

Ａａ
部員

(未経験)
202,690 16,560 3,800 223,050 30,150 個別協約 23.00 日

Ｂｂ 〃 160,000 15,000 20,000 195,000 2,100 個別協約 17.33 日

Ｃｃ 〃 172,950 4,350 13,335 7,500 198,135 5,235 個別協約 21.00 日

Ｄｄ 〃 174,790 18,480 12,700 205,970 13,070 大型ＣＦ 20.00 日

Ｅｅ 〃 174,790 18,480 13,335 206,605 13,705 大型ＣＦ 21.00 日

Ｆｆ 〃 174,790 18,480 12,700 205,970 13,070 大型ＣＦ 20.00 日

Ｇｇ 〃 177,550 17,755 6,300 201,605 8,705 中四旅客 20.00 日

Ｈｈ 〃 174,790 18,480 11,588 204,858 11,958 個別協約 18.25 日

Ｉｉ 〃 174,790 18,480 11,430 204,700 11,800 大型ＣＦ 18.00 日

Ｊｊ 〃 174,790 18,480 12,700 205,970 13,070 大型ＣＦ 20.00 日

Ｋｋ 〃 174,790 18,480 12,065 205,335 12,435 大型ＣＦ 19.00 日

Ｌｌ 〃 174,790 18,480 12,700 205,970 13,070 大型ＣＦ 20.00 日

Ｍｍ 〃 175,720 3,410 43,930 1,000 224,060 31,160 個別協約 20.00 日

Ｎｎ 〃 177,550 17,760 10,300 205,610 12,710 中四旅客 20.00 日

Ｏｏ 〃 177,050 8,100 2,000 22,218 209,368 16,468 個別協約 20.00 日

Ｐｐ 〃 165,860 2,000 19,050 82,500 269,410 76,510 個別協約 30.00 日

Ｑｑ 〃 174,790 18,480 12,700 205,970 13,070 大型ＣＦ 20.00 日

Ｒｒ 〃 174,170 26,126 200,296 7,396 個別協約 － 日

備 考

(航海日当／月)
会 社 名 職 名

基 本 給 ( 初 任 額 )
乗船手当等

フ ェ リ ー
手 当

航 海 日 当 その他 合 計
最賃額
との差

16



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

最低賃金の改正に係る参考資料 

資料８
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(単位：円)

北海道 R6.3.11 254,800 193,950

東　北 R6.3.1 254,300 192,400

関　東 R6.3.1 255,800 194,400

北陸信越 R6.3.5 254,450 189,300

中　部 R6.3.29 255,600 193,350

近　畿 R6.3.18 255,700 194,300

神　戸 R6.3.18 255,800 194,350

中　国 R6.3.1 254,450 187,600

四　国 R6.3.5 254,450 187,500

九　州 R6.4.22 254,400 187,500

   沖　縄　 R6.3.5 255,750 192,900

区　分
決定公示
年月日

職　員 部　員

海上旅客運送業最低賃金決定状況（地方運輸局長等関係）
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単位：円

世帯人員

費　 目

32,960 41,900 54,450 67,010 79,570

(33,220) (33,500) (52,750) (72,000) (91,240)

-260 8,400 1,700 -4,990 -11,670

45,350 50,820 46,850 42,880 38,910

(46,640) (49,610) (45,080) (40,550) (36,020)

-1,290 1,210 1,770 2,330 2,890

5,970 5,580 8,510 11,450 14,390

(5,760) (3,920) (6,340) (8,760) (11,180)

210 1,660 2,170 2,690 3,210

24,220 33,210 50,890 68,590 86,280

(24,830) (25,830) (49,460) (73,090) (96,720)

-610 7,380 1,430 -4,500 -10,440

10,610 19,130 24,040 28,960 33,870

(10,460) (12,220) (16,990) (21,770) (26,540)

150 6,910 7,050 7,190 7,330

119,110 150,640 184,740 218,890 253,020

120,910 125,080 170,620 216,170 261,700

-1,800 25,560 14,120 2,720 -8,680

98.5 120.4 108.3 101.3 96.7

※　費目欄の(　　）の数字は、前年金額を示す。

※　費目欄の下段は、対前年との差額を示す。

※　各費目の構成項目

　　　食料費 食料

　　　住居関係費 住居、光熱・水道、家具・家事用品

　　　被服・履物費 被服及び履物

　　　雑費Ⅰ 保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽

　　　雑費Ⅱ その他の消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金）

前年

対前年増減

対前年比
（前年100）

資料出所：「令和５年人事院勧告（参考資料）」
　　　　　　 「令和６年人事院勧告（各種調査等の結果詳細）」

食料費

住居関係費

被服・履物費

雑費Ⅰ

雑費Ⅱ

計

費目別、世帯人員別標準生計費（令和６年４月）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人
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総合 食料 住居
光熱・
　水道

家具・
家事用品

被服及び
履物

保健
医療

交通・
　通信

教育
教養
娯楽

諸雑費

10000 2626 2149 693 387 353 477 1493 304 911 607

令和元年 100.0 98.7 99.4 102.5 97.7 98.9 99.7 100.2 108.4 100.6 102.1

２年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

３年 99.8 100.0 100.6 101.3 101.7 100.4 99.6 95.0 100.0 101.6 101.1

４年 102.3 104.5 101.3 116.3 105.5 102.0 99.3 93.5 100.9 102.7 102.2

５年 105.6 112.9 102.4 108.5 113.8 105.7 101.2 95.8 102.1 107.1 103.7

令和元年 0.5 0.4 0.3 2.3 2.2 0.4 0.7 △ 0.7 △ 1.5 1.6 0.0

２年 0.0 1.4 0.6 △ 2.4 2.3 1.1 0.3 △ 0.2 △ 7.8 △ 0.6 △ 2.0

３年 △ 0.2 0.0 0.6 1.3 1.7 0.4 △ 0.4 △ 5.0 0.0 1.6 1.1

４年 2.5 4.5 0.6 14.8 3.8 1.6 △ 0.3 △ 1.5 0.9 1.1 1.1

５年 3.2 8.1 1.1 △ 6.7 7.9 3.6 1.9 2.5 1.2 4.3 1.4

０５年１月 104.7 109.5 102 124.5 108.5 102.6 99.7 94.4 101 103 102.9

２月 104 110 102.1 110.8 109.2 103.2 100.3 94.3 101.3 103.4 103.2

３月 104.4 110.4 102.1 110.2 111.4 104.6 100.7 94.6 101.4 104.5 103.3

４月 105.1 111.6 102.2 109.9 114.1 106.3 100.6 94.6 102.4 106.3 103.3

５月 105.1 112.2 102.3 105.6 115.2 106.3 101.1 94.9 102.4 107.1 103.4

６月 105.2 112.2 102.3 108 114.8 106.1 101.3 94.9 102.4 105.9 103.6

７月 105.7 113.1 102.4 105.8 115.3 104.8 101.3 96.4 102.4 108.1 103.5

８月 105.9 113.5 102.4 103.4 114.4 104 101.4 97.4 102.4 110.1 104.1

９月 106.2 115 102.5 101.5 115 107.1 101.6 97.3 102.4 108.6 104.2

１０月 107.1 116.3 102.5 107.7 116.2 107.5 101.9 97.2 102.4 109.6 104.2

１１月 106.9 115.6 102.6 107.2 116.3 108 102.2 96.9 102.4 109.2 104.2

１２月 106.8 115.2 102.6 107.1 115.7 107.4 102 97.1 102.4 109.8 104.1

０６年１月 106.9 115.7 102.7 107.2 115.6 105.7 102.1 97.2 102.4 110.0 104.1

２月 106.9 115.3 102.8 107.4 114.8 105.9 102.1 97.0 102.6 111.0 104.3

３月 107.2 115.7 102.8 108.3 114.9 107.0 102.2 96.9 102.7 112.1 104.4

資料出所：総務省統計局「２０２０年基準　消費者物価指数（全国）」

月
別
指
数
・
２
年
100

消 費 者 物 価 指 数 （ １ ０ 大 費 目 ）

年平均

ウエイト

指
数
・
２
年
100

対
前
年
比
・
％
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１．決定方式別の最低賃金決定件数及び適用労働者数　　　　　　           
（R6.3末現在）

決定件数
適用労働者数

(百人）
最低賃金審議会の調査審議に基づく最低賃金(法第16条) 271 －
(1) 地域別最低賃金 47 －
(2) 産業別最低賃金 224 28,333
イ  新産業別最低賃金 222 28,315 下記2-1
①　厚生労働大臣決定分 0 0
②　都道府県労働局長決定分 222 28,315

ロ　従来の産業別最低賃金 2 18 下記2-2
①　厚生労働大臣決定分 1 4
②　都道府県労働局長決定分 1 14

２．産業別最低賃金の決定件数、適用使用者数及び適用労働者数           
　２－１　 新産業別最低賃金                                                                    （R6.3末現在）

決定件数
適用使用者数

（百人）
適用労働者数

（百人）
食料品・飲料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　5 3 143
繊維工業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　5 6 126
木材・木製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 1 6
パルプ・紙・紙加工品製造業関係 2 1 77
印刷・同関連産業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1 3 33
塗料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　4 1 61
ゴム製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1 1 42
窯業・土石製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　4 3 101
鉄鋼業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　20 29 1,398
非鉄金属製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　9 8 411
金属製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　4 8 108
一般機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　25 216 4,993
精密機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　7 7 222
電気機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　45 198 8,377
輸送用機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　33 134 8,271

166 619 24,369
新聞・出版業関係 1 1 5
各種商品小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　30 14 1,981
自動車小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　23 198 1,908
自動車整備業関係 1 10 31
道路貨物運送業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1 3 21

56 226 3,946
222 845 28,315

                                                                               
　２－２　従来の産業別最低賃金             （R6.3末現在）

決定件数
適用使用者数

（百人）
適用労働者数

（百人）
1 3 14
1 1 4
2 4 18

注：

                                                                               

                                                                               

1  複数の業種にまたがって設定されているものについては、主な業種に計上している。
2  適用使用者数及び適用労働者数は、令和３年経済センサス－活動調査等に基づき推計した
 数値である。
3  適用使用者数及び適用労働者数は、100人未満の数値を四捨五入した数値。ただし、合計が
 50人未満の場合は全て「1(百人)」としている。
4  全国非金属鉱業（厚生労働大臣決定）関係の適用使用者数・適用労働者数については平成
 元年のもの。

      資料出所：「令和６年度版最低賃金決定要覧（労働調査会出版局編）」 

小 計
合 計

業 種

木材・木製品・家具・装備品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　
全国非金属鉱業(厚生労働大臣決定)関係

合 計

非
製
造
業

決定方式、産業別最低賃金の決定件数、適用使用者数及び適用労働者数

決 定 方 式

業 種

製

造

業

小 計
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1,004 (47) 961 (47)

対前年度上昇率（％） 4.47 3.33

食料品・飲料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　876 (5) 829 (7)

繊維工業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 800 (5) 799 (5)

木材・木製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　876 (1) 876 (1)

パルプ・紙・紙加工品製造業関係 857 (2) 845 (1)

印刷・同関連産業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 850 (1) 850 (1)

塗料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,026 (4) 988 (4)

ゴム製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 915 (1) 915 (1)

窯業・土石製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　966 (4) 938 (4)

鉄鋼業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,038 (20) 999 (20)

非鉄金属製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 918 (9) 901 (9)

金属製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 962 (4) 937 (4)

一般機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　981 (25) 956 (25)

精密機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　973 (7) 939 (7)

電気機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　960 (45) 930 (45)

輸送用機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1,002 (33) 972 (33)

981 (166) 952 (168)

新聞・出版業関係 879 (1) 879 (1)

各種商品小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 862 (30) 849 (30)

自動車小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 952 (23) 923 (23)

自動車整備業関係 965 (1) 923 (1)

道路貨物運送業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 910 (1) 910 (1)

906 (56) 887 (56)

970 (222) 943 (224)

対前年度上昇率（％） 2.86 2.17

816 (1) 816 (1)

970 (223) 942 (225)

※１

※２

（日　額） （日　額）

5,772 5,772

地域別・産業別最低賃金の全国加重平均額　(令和6年3月末現在）

単位：円（件数）

年　度　
令和５年度 令和４年度

　事　項　別

地 域 別 最 低 賃 金

特
　
　
　
定
　
　
　
最
　
　
　
低
　
　
　
賃
　
　
　
金
　
（
※
１
、
２
）

新

産

業

別

最

低

賃

金

製

造

業

小 計

非

製

造

業

小 計

合 計

旧 産 業 別 最 低 賃 金

総 合 計

　本表の金額は、各都道府県に設定されている特定最低賃金の全国加重平均時間額であり、（　）内は設定件数である。

　複数の業種にまたがって設定されているものについては、主な業種に計上している。

全国を適用地域とする新産業別最低賃金
(0) (0)

（ 厚 生 労 働 大 臣 決 定 ）

全国を適用地域とする旧産業別最低賃金
(1) (1)

（ 厚 生 労 働 大 臣 決 定 ）

       資料出所：「令和６年度版最低賃金決定要覧（労働調査会出版局編）」 
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　単位：円 (％)　

ランク
（注１、２）

　年度
引上げ

額
引上げ

率
引上げ

額
引上げ

率
引上げ

額
引上げ

率
引上げ

額
引上げ

率
9 (1.39) 6 (0.98)
～ ～ ～ ～

10 (1.54) 7 (1.14)

平成20年度 15 (2.07) 11 (1.61) 10 (1.52) 7 (1.13) (1.48)

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度

（注）１

２ ．Ａ～Ｄのランクは、各都道府県の経済実態に基づき区分されたもの。

３ ．平成26年度の最低賃金額の改定の結果、最低賃金が生活保護水準を下回る地域は解消された。

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク４１円、Ｂランク４０円、Ｃランク３９円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａ～Ｄランク全てにおいて２８円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク２８円、Ｂランク２７円、Ｃランク２６円、Ｄランク２６円

地域別最低賃金額改定の目安の推移

Ａランク Ｂランク Ｃランク Ｄランク

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク３１円、Ｂランク３１円、Ｃランク３０円、Ｄランク３０円

．各ランクごとの引上げ額（改定の目安）は、最低賃金（時間額）に対する金額である。

平均
引上げ率

(1.62)

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク１９円、Ｂランク１２円、Ｃ・Ｄランク１０円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
     審議会が定めた額

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク１９円、Ｂランク１５円、Ｃランク１４円、Ｄランク１３円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
     審議会が定めた額

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク１９円、Ｂランク１８円、Ｃ・Ｄランク１６円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク２５円、Ｂランク２４円、Ｃランク２２円、Ｄランク２１円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク２６円、Ｂランク２５円、Ｃランク２４円、Ｄランク２２円

　最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、答申において示された乖離額
の解消に関する考え方により算出される金額
　その他の地域については、現行水準の維持を基本として引上げ額の目安は示さな
いことが適当

　原則として下記「1.」の金額
　最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、「1.」と「2.」を比較して大
きい方の金額
　1．Ａ～Ｄランクですべて１０円
　2．答申において示された、乖離額の解消に関する考え方により算出された金額

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク４円、Ｂ～Ｄランク１円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
　   審議会が定めた額

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク５円、Ｂ～Ｄランク４円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
　　 審議会が定めた額

　新型コロナウイルス感染症拡大による現下の経済・雇用への影響等を踏まえ、引
上げ額の目安を示すことは困難であり、現行水準を維持することが適当。

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク２７円、Ｂランク２６円、Ｃランク２５円、Ｄランク２３円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク５０円、Ｂランク５０円、Ｃランク５０円

平成19年度 19 (2.69) 14 (2.09)
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時間額 発効年月日 時間額 発効年月日
円 円 円 円

961 －－ 31 1,004 －－ 43
埼　　玉 987 R4.10.1 31 1,028 R5.10.1 41
千　　葉 984 R4.10.1 31 1,026 R5.10.1 42
東　　京 1,072 R4.10.1 31 1,113 R5.10.1 41
神 奈 川 1,071 R4.10.1 31 1,112 R5.10.1 41
愛　　知 986 R4.10.1 31 1,027 R5.10.1 41
大　　阪 1,023 R4.10.1 31 1,064 R5.10.1 41

北 海 道 920 R4.10.2 31 960 R5.10.1 40
宮　　城 883 R4.10.1 30 923 R5.10.1 40
福　　島 858 R4.10.6 30 900 R5.10.1 42
茨　　城 911 R4.10.1 32 953 R5.10.1 42
栃　　木 913 R4.10.1 31 954 R5.10.1 41
群　　馬 895 R4.10.8 30 935 R5.10.5 40
新　　潟 890 R4.10.1 31 931 R5.10.1 41
富　　山 908 R4.10.1 31 948 R5.10.1 40
石　　川 891 R4.10.8 30 933 R5.10.8 42
福　　井 888 R4.10.2 30 931 R5.10.1 43
山　　梨 898 R4.10.20 32 938 R5.10.1 40
長　　野 908 R4.10.1 31 948 R5.10.1 40
岐　　阜 910 R4.10.1 30 950 R5.10.1 40
静　　岡 944 R4.10.5 31 984 R5.10.1 40
三　　重 933 R4.10.1 31 973 R5.10.1 40
滋　　賀 927 R4.10.6 31 967 R5.10.1 40
京　　都 968 R4.10.9 31 1,008 R5.10.6 40
兵　　庫 960 R4.10.1 32 1,001 R5.10.1 41
奈　　良 896 R4.10.1 30 936 R5.10.1 40
和 歌 山 889 R4.10.1 30 929 R5.10.1 40
島　　根 857 R4.10.5 33 904 R5.10.6 47
岡　　山 892 R4.10.1 30 932 R5.10.1 40
広　　島 930 R4.10.1 31 970 R5.10.1 40
山　　口 888 R4.10.13 31 928 R5.10.1 40
徳　　島 855 R4.10.6 31 896 R5.10.1 41
香　　川 878 R4.10.1 30 918 R5.10.1 40
愛　　媛 853 R4.10.5 32 897 R5.10.6 44
福　　岡 900 R4.10.8 30 941 R5.10.6 41

青　　森 853 R4.10.5 31 898 R5.10.7 45
岩　　手 854 R4.10.20 33 893 R5.10.4 39
秋　　田 853 R4.10.1 31 897 R5.10.1 44
山　　形 854 R4.10.6 32 900 R5.10.14 46
鳥　　取 854 R4.10.6 33 900 R5.10.5 46
高　　知 853 R4.10.9 33 897 R5.10.8 44
佐　　賀 853 R4.10.2 32 900 R5.10.14 47
長　　崎 853 R4.10.8 32 898 R5.10.13 45
熊　　本 853 R4.10.1 32 898 R5.10.8 45
大　  分 854 R4.10.5 32 899 R5.10.6 45
宮　　崎 853 R4.10.6 32 897 R5.10.6 44
鹿 児 島 853 R4.10.6 32 897 R5.10.6 44
沖　　縄 853 R4.10.6 33 896 R5.10.8 43

全国加重平均額

資料出所：「令和６年度版最低賃金決定要覧（労働調査会出版局編）」

地域別最低賃金額一覧

目安が適用 令和４年度最低賃金額 対前年度
増減額

令和５年度最低賃金額 対前年度
増減額されるランク

※　令和4年度と令和5年度の差額43円には、全国加重平均額の算定に用いる労働者数の更新に
　　よる影響分（1円）が含まれている。

Ａ

Ｂ

Ｃ
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内容 経済成長率

（ベア率） （ＧＤＰ）

20 8月8日 なし －－ －－ 4.1 △      1.4 1.99

21 8月11日 0.22△     
給与法公布日
の翌月 勧告どおり 3.6 △      1.4 △      1.83

22 8月10日 0.19△     
給与法公布日
の翌月 勧告どおり 1.5 0.7 △      1.82

23 9月30日 0.23△     
給与法公布日
の翌月 勧告どおり 1.0 △      0.3 △      1.83

24 8月8日 なし ※ －－ 0.1 △      0.0 1.78

25 勧告なし －－ ※ －－ 2.7 0.4 1.80

26 8月7日 ０.２７ 4月1日 勧告どおり 2.1 2.7 2.19

27 8月6日 ０.３６ 4月1日 勧告どおり 3.3 0.8 2.38

28 8月8日 ０.１７ 4月1日 勧告どおり 0.8 0.1 △      2.14

29 8月8日 ０.１５ 4月1日 勧告どおり 2.0 0.5 2.11

30 8月10日 ０.１６ 4月1日 勧告どおり 0.2 1.0 2.26

R1 8月7日 ０.０９ 4月1日 勧告どおり 0.0 0.5 2.18

R2 10月7日 なし －－ －－ 3.2 △      0.0 2.00

R3 8月10日 なし －－ －－ 3.0 0.2 △      1.86

R4 8月8日 ０.２３ 4月1日 勧告どおり 2.5 2.5 2.20

R5 8月7日 ０.９６ 4月1日 勧告どおり 5.0 3.2 3.60

R6 8月8日 ２.７６ 4月1日 －－ - - 5.33

(資料出所) １．内閣府（経済成長率（ＧＤＰ）、名目、対前年比）

２．総務省統計局（消費者物価指数、対前年比）

３．厚生労働省（「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」、春闘賃上げ率＝定昇込み）

※： 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づき、平成24年4月から給与減額
支給措置を実施（平成26年3月まで）

給与勧告の実施状況等

人事院勧告
勧告の実施状況

（国会決定）

経済社会事情

年度 勧告月日 実施時期
消費者物価
（年平均）

春闘賃上率
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